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Ⅰ．見直しの背景  

○ 近年、少子化が進行する中、社会全体で子どもの育ちと子育てを支えること   

により、すべての子どもが健やかに育ち、安心して子育てができる環境づくり   

に取り組んでいくことが必要となっている。  

これは、障害のある子どもやその家族についても同様であり、障害のあるこ   

とが大きな不安や負担とならないよう必要な配慮を行い、子どもの育ちと子育   

てを支えていくことが必要となっている。  

○ 平成18年には、ノーマライゼーションの理念に基づき、障害の有無にかか   

わらず安心して暮らせる地域づくりを目指した障害者支援の新しい枠組みであ   

る「障害者自立支援法」が施行されている。同法の附則においては施行後3年   

を目処として見直しを行うこととされ、特に障害児支援は検討項目として明記   

されており、「自立と共生」という理念を踏まえた検討を行うことが求められて   

いる。  

また、平成17年には発達障害者に対する支援の促進を目指した「発達障害   

者支援法」が施行され、平成19年には一人一人の教育的ニーズに応じた指導・   

支援を行う特別支援教育を推進するための改正学校教育法が施行されている。  

○ このように障害児を取り巻く環境が変化している状況を踏まえ、本検討会で   

は、関係者からのヒアリングを含め計00回にわたり議論を行い、障害児支援   

施策全般についての見直しを行い、今後の障害児支援のあるべき姿と、具体的   

な施策について検討を行ったものである。  

［．見直しの基本的な視点  

○ 障害児は、．他の子どもと異なる特別な存在ではない。他の子どもと同じ子ど   

もであるという視点を欠いてはならない。子どもとしての育ちを保障していく   

ことに加えて、障害があることについて専門的な支援を因っていくべきもので   

ある。障害のある子どももない子どもも、様々な子どもが互いのふれあいの中   

で育っていくことは、障害のある子どもにとってもない子どもにとっても有益   

なことと考えられる。  

○ こうした基本認識に立った上で、障害児支援施策の見直しに当たっては、次   

の4つの基本的な視点を基に検討を行った。  
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（1）子どもの将来の自立に向けた発達支援  

○ すべての子どもが、その持てる能力や可能性を伸ばしていけるよう支援を行   

い、その自立と自己実現を図っていけるよう育成していくことが大切である。   

特に障害のある子どもは、子どもの時期から適切な支援を行うことが将来の自   

立と自己実現につながっていくことを踏まえ、子どもの将来の自立に向けて発   

達を支援していくという視点が重要である。  

（2）子どものライフステージに応じた一貫した支援  

○ 子どもが、乳児期、就学前、学齢期、青年期、そして成年期と成長していく   

に連れ、育ちの場も、関係者も変わっていくことになる。支援を必要としてい   

る障害児については、入学や進学、卒業などによって、支援を中心的に行う者   

が変わるため、支援の一貫性が途切れてしまうことがある。子どものライフス   

テージに応じて一貫して支援を行っていくという視点が重要である。  

（3）家族を含めたトータルな支援  

○ 近年、子育てを支援するだけではなく、親の子育ての不安をなくし、子育て   

に自信が持てるようにしていく「親育ち」支援の取組が必要とされている。障   

害児についても、最も身近な存在である保護者が、子育てに大きな不安感や負   

担感を抱き、悩み苦しんでいるとしたら、子どもの育ちに何らかの影響を及ぼ   

すおそれもある。子どもの育ちの基礎となるのは家族であり、家族を含めたト   

ータルな支援を行っていくという視点が重要である。  

（4）できるだけ子ども■家族にとって身近な地域における支援  

○ 障害児は他の子どもと別に過ごし、別に育っていくということでは、障害の   

有無にかかわらず地域で共に暮らしていく「共生社会」の実現は困難である。   

子どもの頃からできるだけ共に学び、遊び、育っていくことが、大人になって   

からも共に暮らし、共に働く社会の実現につながっていく。  

○ また、支援を受ける場合にも、自宅から何時間もかかる施設に通うというこ   

とではなく、できるだけ生活の場から近いところで支援を受けられることが望   

ましく、できるだけ子ども・家族にとって身近な地域で支援をしていくという  
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視点が重要である。  

Ⅲ．今後の障害児支援の在り方  

1．障害の早期発見・早期対応策  

（1）障害の早期発見・早期対応の取組の強化  

○ 障害については、（》出産前後や乳児期に分かる場合、②1歳半児健診や3歳   

児健診などを契機に分かる場合、③保育所等の日常生活の場での「気付き」に   

より分かる場合がある。  

○ それぞれ、発見から診断まで、診断から親の受入れやサービス利用に至るま   

での過程は異なると考えられるが、いずれの場合にも、関係機関の連携により、   

なるべく早く親子をサポートしていく体制づくりを目指していく必要がある。   

具体的には、  

（力 出産前後や乳児期に分かる場合は、診断が早い場合が多いと考えられるが、   

親の心理的なケアを含めて、医療機関（産科、小児科等）、母子保健、福祉の   

関係者が確実に連携する体制を地域で作っていく。  

② 1歳半児健診や3歳児健診などにおいても、母子保健と福祉とが連携して   

対応していく必要がある。健診時点では疑いにとどまる場合も含め、確実に   

フォローを行い、必要に応じて福祉につないでいく体制を地域で伴っていく。   

このため、障害児の専門機関（障害児の通園施設や児童デイサービス、障害   

児の入所施設等が該当するム以下同じ。）が保健センター等を巡回支援してい   

くことが考えられる。  

また、健診を受けていない子どもについては、すべての子どもの健やかな   

成長を保障する観点から、市町村による個別の確認を促していく必要がある。  

（∋ 発達障害等については健診だけでは発見が難しい場合があり、保育所等の   

日常生活の場での「気付き」により発見されることが少なくない。子どもの   

成育の遅れについての保育士等の「気付き」をそのままにしておくことなく、   

適切な支援につなげていく取組を進めていく必要がある。研修の実施を促す   

など保育所等における取組に加えて、障害児の専門機関が保育所等を巡回支  
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援していくことが考えられる。  

○ このように、医療機関（産科、小児科等）、母子保健、児童福祉、障害児の専   

門機関等、関係機関の連携を強化し、早期発見から早期対応につなげる体制を   

作っていく必要がある。このため、市町村の地域自立支援協議会などで関係機   

関の連携を強め、体制を整備していくことが一つの方法として考えられる。  

○ 小規模な町村においても、障害児の専門機関等との連携を図り、早期発見か   

ら支援への体制を作っていくことが求められる。  

（2）「気になる」子どもへの対応  

○ 障害のある子どもは、なるべく早く専門的な支援を行うことが、子どもの発   

達支援の観点からも大切と考えられるが、①明確な障害があると判断できない   

ケース、②障害があるが、親がそれを受け入れられていないケースなど、十分   

な支援につながっていない場合がある。このように「気になる」という段階か   

ら、親子をサポートできるような仕組みが必要となっている。  

○ そのためには、親にとって身近な敷居の低い場所で支援が受けられるように   

していくことが必要である。例えば、障害児の専門機関を行きやすい場にして   

いくとともに、障害児の専門機関が、保健センターや親子が集まる場などに出   

向いていくことにより、身近なところで専門的な支援が受けられるようにして   

いくことが考えられる。  

○ また、障害の確定診断前から支援が受けられるようにすることや、例えば、   

親の心が揺れているような段階に、発達支援のサービスを体験利用できるよう   

にすることも考えられる。  

○ このように、親の気付きを大切にして、親の気持ちに寄り添った支援を行っ   

ていくことが必要である。身近で親に接している者（保健師、保育士等）と、   

障害児の専門機関の者が、別々に関わるのではなく、連続性をもって重層的に   

対応していくことにより、早期の支援につなげていくことが求められる。  

2．就学前の支援策  
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（1）障害児の支援のあり方  

○ 現在、就学前の障害児については、障害児通園施設や児童デイサービス等の   

障害児施策において支援が行われているとともに、保育所や幼稚園等の一般施   

策において障害児の受入れが行われている。  

○ 将来的な在るべき姿として、障害の有無にかかわらず、保育所等において一   

体的に支援を行うことを目指していくべきという意見が出された。  

就学前、学齢期、青年期、そして成年期のすべてにおいて、必要な支援体制   

を整えた上で、障害のある者とない者ができるだけ共に過ごせるようにしてい   

くことは大切なことと考えられる。  

○ 一方で、例えば障害の重い子どもにとっては、障害児の専門機関及び教育機   

関において専門的な指導や支援を受けることも必要である。また、一般施策に   

おいて障害児を受け入れる場合には、専門機関による支援を今以上に強化して   

いくことが求められている状況にもある。  

○ こうしたことを踏まえ、障害児の専門機関である障害児通園施設や児童デイ   

サービスの機能を拡充していくとともに、子どもの育ちに必要な集団的な養育   

のためにも、保育所等における障害児の受入れを促進していくことが必要であ   

る。  

（2）保育所等での受入れの促進  

○ 保育所での障害児の受入れは年々増加しており、平成19年度に保育所に保   

育に欠ける障害児を受け入れた場合の保育士の加配についての交付税措置も充   

実が図られている。引き続き、保育所での保育に欠ける障害児の受入れ等を促   

していくとともに、保育士等の資質の向上を図っていく必要がある。  

○ 保育所等での受入れを促進するため、障害児の専門機関が、保育所等を巡回   

支援していくことが考えられる。また、障害児通園施設や児童デイサービスの   

スタッフが、保育所等に出向いて行って療育支援を行うことにより、これまで   

障害児通園施設や児童デイサービスに通っている子どもが並行してなるべく多   

く保育所等へ通えるようにしていくことが考えられる。  

○ さらに、親子で通う場であるつどいの広場や子育て支援センター等の地域子  
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育て支援拠点においても、障害児の親子や気になる子どもへの適切な対応のた  

め、障害児の専門機関との連携を図っていくことが必要と考えられる。  

（3）障害児通園施設と児童デイサービスの機能の充実  

○ 現在、障害児通園施設として、知的障害児通園施設（平成18年10月1日   

現在で254か所）、難聴児通園施設（同25か所）、肢体不自由児通園施設（同   

99か所）がある。また、より身近な通所施設として、児童デイサービス（同  

1092か所）がある。  

○ これらの障害児の適所施設は、障害児の専門機関として、機能を拡充してい   

くことが求められる。通所施設としての機能を基本として、地域の実情に応じ   

て、保育所等への巡回など外に出て行って障害児や親、保育士等を支援する機   

能や、障害児や発達支援が必要な子どもについて相談支援を行う機能を果たせ   

るようにしていくべきである。  

こうした機能について、人材や財源を確保するよう個別給付の活用を含めた   

検討が必要である。  

○ また、これらの障害児の適所施設については、障害の重複化に対応し、身近   

な地域で支援を受けられるようにするために、障害種別による区分をなくし、   

多様な障害の子どもを受け入れられるようにしていく方向で検討していくべき   

である。その際、現在、診療所と一体的に運営されているもの、診療所と併設   

されているが独立して運営されているもの、単独で運営されているものがある   

ことを踏まえ、その在り方を検討していくことが必要と考えられる。  

○ また、現在、予算事業として実施されている重症心身障害児（者）通園事業   

（同280か所）があるが、医療の発達等に伴い重症心身障害児の数が増え、   

在宅での支援を充実することが求められており、法令上の位置付けも含め検討   

していくことが必要である。  

3．学齢期・青年期の支援策  

（1）放課後や夏休み等における居場所の確保  

○ 学齢期になると、障害児の日中活動は学校が中心となるが、放課後や夏休み  
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等における居場所の確保策の充実を求める声が多い。障害児の保護者の仕事と  

家庭の両立を進めるという観点や、レスバイト（一時的休息）の支援を行うと  

いう観点からも、重要な課題となっている。  

○ 現在の支援策としては、市町村の地域生活支援事業として実施されている日   

中一時支援事業と、当分の間の措置として認められている経過的な児童デイサ   

ービス事業がある。また、一般施策においては、安心・安全な児童の居場所の   

確保策である放課後子ども教室、概ね10歳未満の児童を対象とした留守家族   

対策である放課後児童クラブ、及び児童舘における障害児の受入れが実施され   

ている。  

○ 子どもにとっては、放課後や夏休み等の時間を合わせると、学校にいる時間   

や家庭にいる時間と同じ位になるなど、放課後や夏休み等の対応は重要なもの   

であり、教育機関、一般の児童福祉施策、障害児福祉がそれぞれ連携して対応   

の強化を図っていくことが必要である。  

○ まず、学齢期における障害児の支援策として行われている日中一時支援事業   

や経過的な児童デイサービス事業については、放課後や夏休み等における居場   

所の確保が求められていること、また、中学時や高校時に活用できる一般施策   

がほとんどないことを踏まえれば、充実を図っていくことが必要と考えられる。  

このため、．これらの事業について見直しを行い、単なる居場所としてだけで   

はなく、子どもの発達に必要な訓練や指導など療育的な事業を実施するものに   

ついては、放課後型のデイサービスとして、新たな枠組みで事業を実施してい   

くことを検討していくべきである。これに当たらないものについても、日中一   

時支援事業などの活用を図りつつ、市町村の実情に応じた創意工夫した取組が   

引き続き実施されるべきと考えられる。  

○ また、一般施策である放課後児童クラブにおいても、年々障害児の受入れが   

拡大しているところである。今後は、専門的な対応を図っていくため、障害児   

の専門機関が放課後児童クラブ等についても巡回支援していくことが考えられ   

る。  

（2）卒業後の就労・地域生活に向けた教育・福祉・就労施策の連携  

○ 障害児にとって、学校卒業後に円滑に地域生活や就労への移行ができるよう、   

教育・福祉・就労施策の連携を図っていくことが必要である。  
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例えば、特別支援学校高等部等の卒業生の進路を見てみると、就職している  

者は23％に過ぎず、授産施設等の利用が56％となっている。授産施設等の  

利用者が就職する割合は年間1％程度となっており、高等部の卒業時から就職  

する者を増やしていく方策が求められていると考えられる。  

○ 学校の在学中から、卒業後の地域生活や就労を見据えて、例えば夏休み等に   

おいて、体験的に就労移行支援事業等の福祉サービス等を利用していくように   

することが考えられる。  

○ また、卒業後へのつなぎという点では、知的障害を伴わない発達障害者等の   

就労支援が必要との指摘や、親が元気なうちに親から独立した生活を目指して   

いくべきという指摘、児童養護施設等に入所している障害児についても退所後   

の支援へのつなぎについての検討が必要との指摘があり、こうしたニーズに対   

しても適切に対応していくことが求められる。  

4．ライフステージを通じた相談支援の方策  

（1）市町村を基本とした相談支援体制  

○ これまで、子どもの年齢別に応じて支援策を検討してきたが、子どものライ   

フステージを通じた相談支援の方策についても、一層の充実を図っていくこと   

が必要である。  

○ まず、障害児の親子の相談支援について中心的な役割を果たす機関としては、   

平成17年度から児童福祉についての一義的な相談を行う者が市町村とされた   

ことや、障害者の一般的な相談支援事業について市町村が行っていることを踏   

まえれば、市町村がその役割を担うべきものである。  

○ その上で、都道府県が、児童相談所、発達障害者支援センター、障害児等療   

育支援事業の実施によって、広域的・専門的な支援を行い、市町村を支えてい   

くべきである。  

さらに、障害児通園施設等の障害児の専門機関が、市町村の相談支援を支え   

る機関としての役割を果たしていくことが考えられる。  

このように、市町村を基本とした重層的な相談支援体制を、地域の実情に応   

じて構築していくことが適当と考えられる。  
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○ 特に、障害児の専門機関が、適所施設等の機能に加え、保育所等への巡回な   

ど外に出て行って療育や相談支援を行ったり、障害児や発達上支援が必要な子   

どもについての相談支援を行ったりすることにより、地域全体の相談支援の充   

実が図られると考えられる。  

○ また、相談支援については、例えば保健センターなど、障害児の親子にとっ   

て身近な敷居の低い場で行われることが必要であり、また、「気になる」という   

段階から相談支援を受けやすいようにしていくことが必要である。  

このため、例えば、障害児の専門機関が外に出向いていったり、あるいは、   

名称を「子ども発達センター」のように気軽に行きやすいものに改めたりとい   

った工夫が必要と考えられる。  

○ 小規模な町村においても、障害児の専門機関と連携を図ることにより、身近   

なところで専門的な相談支援が受けられるようにする、あるいは町村への相談   

を専門的な相談支援につなげる体制を地域の実情に応じて築いていくことが有   

効と考えられる。  

（2）関係者の連携の強化  

○ 障害児には、その時々に応じて、保健・医療t福祉・教育・就労など様々な   

関係者が支援を行うことが必要であり、地域自立支援協議会の活用（子ども部   

会の設置）等により関係者の連携を図っていく必要がある。  

また、個人情報の取扱いに留意した上で、要保護児童対策地域協議会や特別   

支援教育のための協議会と連携を図っていくことも必要である。  

○ 特に、就学前から学齢期への移行時、進学時、卒業時などにおいては、支援   

のつながりが途切れるおそれがあるので、切れ目が生じないよう関係者の連携   

強化を図っていくことが必要である。例えば、保育所等と小学校・特別支援学   

校が、交流、情報共有、相互理解に努め、積極的な連携を図っていくことが必   

要である。  

（3）個別の支援計画づくり  

○ 関係者の連携を図り、子どもの成長に応じて途切れなく障害児の親子を支援   

していくためには、障害児について保健、医療、福祉、教育、就労等の各支援  
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者がどのような役割分担の下でそれぞれ支援していくかの「個別の支援計画」  

づくりや、関係者による支援会議の開催を進めていくことが必要である。  

○ 今後、障害児のサービス利用決定の際などに、個別の支援計画づくりや関係   

者による支援会議の開催、モニタリングの実施を進めていくことが必要である。   

その際には、サービス利用計画作成費を活用するなどにより、特に障害の発見   

時や入学時、進学時、卒業時などの節目において重点的な支援を行っていくこ   

とが必要である。  

○ また、学齢期においては、個別の支援計画や、学校等が作成する個別の教育   

支援計画について、関係機関の連携・協力により作成し、運用することにより、   

保健、医療、福祉、教育、就労等の各分野の連携を強化していくことが必要で   

ある。  

○ さらに、一貫した支援のため、個人情報保護に留意しつつ、障害児について   

の個別の支援計画や支援の情報を関係機関で共有していくことを促していくこ   

とが必要である。例えば、支援の情報をファイルしたものを保護者が所有し、   

更新していったり、関係者による支援会議で情報を共有したりといった工夫が   

考えられる。  

5．家族支援の方策  

（1）家族の養育等の支援  

○ Ⅱ．（3）で述べたとおり、障害児にとって家族は育ちの基礎となるものであ   

り、子どもの発達支援とともに、家族を含めたトータルな支援を行っていくこ   

とが必要である。  

家族の形は様々であると考えられるが、障害児のいる家族にあっても、男性   

も女性も共に働き共に子育てをする男女共同参画の視点も踏まえた支援が必要   

である。  

○ 具体的には、障害児の家族が、障害の発見時において障害を受け入れること   

や、その後の養育の能力を高めていくことを支援するために、次のような支援   

を検討していく必要がある。  
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（手 心理的なケア・カウンセリング  

障害が分かったときのショックや将来に対する不安などを抱えている保護   

者に対して、関わりを持っている機関（保健センター・保健所、児童相談所、   

通園・入所施設など）の専門家により、心理的なケアやカウンセリングを実   

施する。  

② 養育の支援  

障害児については、支援者が接するよりも保護者が世話をする時間の方が   

長く、子育ての方法によって障害の状態や親子関係が悪化するなどの二次障   

害の予防や、子どもの発達支援の観点から、障害児の専門機関が家庭におけ   

る養育方法を指導する（ペアレント・トレーニング）などの支援を図ってい   

く。  

③ 家庭訪問による家族への相談、養育の支援  

障害児の専門機関が実際に家庭を訪問し、相談や養育方法の具体的な指導   

など支援を図っていく。  

④ 保護者同士の交流の促進  

専門機関による支援と同時に、既に障害児を育て様々な経験のある親の話   

を聞いたり、現に障害児を育てている親同士で相談や情報交換を行ったりす   

るピア・カウンセリングの機会を充実させていくことも重要であり、適所施   

設や入所施設、家族の会などにおける取組を促していく。  

⑤ きょうだい支援  

家族の会などにおける障害児のきょうだい（兄弟姉妹）に対する支援の取   

組も促していく。また、親が障害児以外のきょうだいに関われる時間を持て   

るようにしていく。  

（2）レスバイト等の支援  

○ 一時も子どもから目が離せないといった保護者が、ぎりぎりまで頑張って在   

宅で育てられなくなるといったことを防ぐためにも、レスバイト（一時的休息）   

の支援を図り、家族の負担感を軽減していくことが重要である。  

○ 放課後対策や行動援護などの在宅支援とともに、特にショートステイは、地   

域生活を続けていくための重要な支援である。単独型のショートステイや、医  
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療的なケアができるショートステイなどについて、人材の確保も含め充実を図  

っていくことを検討していくべきである。  

（3）経済的負担等  

○ 障害児のいる家族の経済的負担については、これまで支援サービスの利用料   

の軽減等が図られているが、平成21年度以降も続けるようにするなど、十分   

な配慮が必要である。  

○ さらに、障害児のいる家庭の状況を分析した上で、更なる経済的支援につい   

ても検討すべきとの意見があり、幅広く検討していくべき課題と考えられる。  

6．入所施設の在り方  

（1）障害児の入所施設の役割  

（入所施設の役割）  

○ 現在、障害児の入所施設としては、知的障害児施設（平成18年10月1日   

現在で254か所）、自閉症児施設（同7か所）、盲児施設（同10か所）、ろう   

あ児施設（同13か所）、肢体不自由児施設（同62か所）、肢体不自由児療護   

施設（同6か所）、重症心身障害児施設（同115か所）の7類型がある。（児   

童福祉法上は、知的障害児施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心   

身障害児施設の4類型）  

○ 障害児の入所施設が必要な理由としては、次のように、専門性を持って、手   

厚い支援を行う場としての役割、あるいは保護者が養育困難となった場合の支   

えとしての役割などが考えられる。  

① 濃厚な医療、リハビリが必要   （＝比較的短期の利用）   

② 濃厚な医療、発達支援等が必要 （＝重症心身障害児や重度の行動障害  

がある場合）   

③ 保護者の疾病、障害等の場合  

④ 保護者の養育放棄、虐待  

⑤ 保護者が不在  
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○ 同時に、子どもは、なるべく地域の中で、家族とともに暮らすことが望まし   

いと考えられる。このため、入所施設は、上記の役割のほか、専門性を有する   

地域の資源として、地域への支援、家族への支援といった役割を果たしており、   

その一層の充実が求められていると考えられる。  

（児童養護施設等との関係）  

○ 現在、障害児施設に、虐待を受けた子ども等が入所している一方で、児童養   

護施設等に障害のある子どもが入所することが増えているという状況がある。  

○ 上の（力、（∋のように濃厚な医療、リハビリ、発達支援等が必要な場合には、   

障害児の専門施設での対応が必要と考えられるが、上の③から⑤のように保護   

者による理由で入所が必要な場合には、子どもの障害の状況等に基づき、それ   

ぞれの施設の専門性を踏まえた入所が行われているものと考えられる。  

○ こうした状況の中、障害のある子どももない子どももー体的に対応していく   

ことが、共生社会の観点からは望ましいという意見があった。一方、それぞれ   

の施設において専門性を生かした対応が図られている等の現状を考えた場合、   

両施設を一元化してしまうことには課題も多いという意見があった。  

○ 当面、障害児施設においては、虐待を受けた子どもへの対応など社会的養護   

の機能を充実させていくと 

の機能を向上させていくなど、それぞれの施設における機能を充実させ、それ   

ぞれの障害児が置かれている状況を踏まえた適切な対応を図っていくことが必   

要と考えられる。  

○ また、障害児施設、児童養護施設等のいずれに障害児が入所している場合で   

あっても、障害児が退所する場合に、円滑に地域生活に移行できるよう支援を   

図っていくことが必要である。  

（2）入所施設の機能・類型について  

（昼夜・機能別に分けることについて）  

○ 障害者自立支援法では、障害者施設について、「住まいの場」と「日中活動の   

場」の昼夜に分けた上で、施設入所支援、生活介護、自立訓練等の機能別に再  
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編が行われている。  

○ 障害児施設においても、支援の場面においては、夏休みは施設の外で過ごし   

たり、例えば重症心身障害児についても日中はパジャマを着替えてプレイルー   

ムに出て行ったりするなど、昼夜を分けたきめ細かな対応を因っていくことが   

必要である。  

○ 他方、制度面においては、  

子どもが施設に入所した場合、障害へのケアの機能と、家族代替の機能（監  

護権、教育権、懲戒権等を含む）を一体として提供する必要があり、機能を  

明確に分けることが難しいこと  

子どもは放課後や夏休みがあるなど、昼夜を明確に分けることが難しく、  

また、学校があることから日中活動を選べるというメリットが乏しいこと   

から、機能や昼夜で分けることは難しいという意見が出された。  

支援の場面では昼夜を分けたきめ細やかな対応を図りつつ、制度面において   

は、こうした現況を踏まえた対応が必要と考えられる。  

（障害種別による類型について）  

○ 現在、障害児施設は上 述のとおり障害種別等により類型化されているが、障   

害者施設については3障害の共通化が図られ、また、学校教育では、平成19   

年4月から、．障害の重複化等への対応のため、従来の盲・聾・養護学校の制度   

から、複数の障害種別を対象とすることができる特別支援学校の制度への転換   

が図られた。，  

○ 障害児施設についても、例えば肢体不自由児施設を知的障害や発達障害のあ   

る子どもが利用することが増えており、障害の重複化等を踏まえれば、基本的   

な方向としては、一元化を図っていくことが適当と考えられる。  

○ その際、障害児施設においては、医療機関として併せて医療を行っているも   

のがある（第1種自閉症児施設、肢体不自由児施設、重症 心身障害児施設）こ   

とから、こうした医療型の施設と、福祉型の施設に分けて考えていくことが適   

当と考えられる。  

○ また、他の障害を受け入れられるようにしつつ、主に対象とする障害の種別   

を示せるようにするなど、それぞれの施設の専門性を維持していくことが可能  
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となるよう、配慮が必要と考えられる。  

○ 例えば重度の知的障害と重度の肢体不自由が重複している重症心身障害児に   

ついて手厚い人的配置が可能となるようにするなど、基準等について検討して   

いく必要がある。併せて、こうした観点から、重症心身障害などの障害種別の   

法令上の位置付けについても検討していく必要がある。今後、これらの点を含   

め、具体的な制度設計について検討を進めていくべきである。  

（3）在園期間の延長  

（肢体不自由児施設・知的障害児施設）  

○ 現在、知的障害児施設（自閉症児施設を含む）、肢体不自由児施設（肢体不自   

由児療護施設を含む）においては、引き続き入所しなければ福祉を損なうおそ   

れがある場合等について、満18歳以降も在所できることとされている。現に、   

知的障害児施設の約40％、自閉症児施設の約29％、肢体不自由児施設の約   

9％、肢体不自由児療護施設の約47％が、18歳以上のいわゆる加齢児とな   

っている。  

○ 今回、障害児支援施策全般の見直しを行うに当たり、歴史的な経緯も踏まえ、   

機能的には子どもから大人にわたる支援の継続性を確保しつつ、制度的には、   

障害児の入所定員を確保する一方、満18歳以上のいわゆる加齢児については、   

受け皿づくりなどを進め、障害者施策として対応していくことについて、検討   

していくべきとの意見が出された。  

○ こうした見直しを行う場合には、次のように、支援の継続性を確保するため   

の措置や、現在入所している者が施設から退所させられることがないようにす   

る措置など、移行に当たっての十分な配慮が必要と考えられる。  

① 障害児施設の一部を障害者施設に転換し、「障害児施設」と「障害者施設」   

として併設できるようにする。  

② その際、必要となる設備基準が異なるので、経過措置を設ける。  

③ 現在入所している者については∴移行によって施設から退所させられるこ   

とがないようにする。  
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○ また、加齢児が多い施設について、障害児施設から障害者施設への転換が進   

むよう、各地域の障害者福祉計画において他の障害者施設とは別枠で考えるよ   

うにするなどの配慮が必要と考えられる。  

（重症心身障害児施設）  

○ また、重症心身障害児施設については、18歳未満からの継続入所のほか、   

新たに18歳以上の者を入所させることも可能とされており、入所者の約8   

7％が加齢児となっている。  

○ 重症心身障害児施設について、他の障害児施設と同様の見直しを行う場合に   

ついては、現に入所している者について施設から退所させられることがないよ   

うにするなど、上の①から③に掲げた配慮に加え、児者一貫した支援の必要性   

を踏まえ、  

④ 医療面、福祉面での支援についての継続性が保たれるよう、重症心身障害   

者について、小児神経科医や本人をよく知る保育士等が継続して関われるよ   

うにする。）  

⑤ 療養介護の基準等について、重症心身障害児の特性に配慮した受入れが可   

能となるよう検討する。  

⑥ ①のとおり、「障害児施設」と「障害者施設」として併設した場合に、設備   

の共用など一体的な支援のための柔軟な運用を可能とするよう検討する。  

⑦ その他、重症心身障害児・者の特性に応じた支援が保たれるよう、現場の   

実情を踏まえた必要な措置を講ずる。  

など、児者一貫した支援の必要性や、現在入所している者の継続入所について、  

十分な配慮が必要である。  

○ 以上のように、見直しに当たっては、入所者やその家族に不安が生じないよ   

う、きめ細やかな対応を検討していくことが必要と考えられる。  

（重症心身障害児・者の在宅支援）  
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○ 近年、支援を必要とする重症心身障害児・者が増えており、在宅での支援施   

策についても充実させていく必要がある。  

医療的なケアを提供できる短期入所や、訪問看護、通園事業の充実などにつ   

いて検討すべきである。  

（4）障害児の入所施設における支援の在り方  

○ 障害児の入所施設について、家庭的な雰囲気の中での支援が可能となるよう、   

小規模な単位での支援ができるような施設のあり方（小規模な施設、ユニット   

ケアの推進など）について検討が必要との意見があった。  

また、児童養護施策での取組も踏まえ、障害児のファミt」－ホーム制度や専   

門里親制度について検討すべきとの意見があった。  

こうした意見を踏まえ、障害児の入所施設における支援の在り方について検   

討を進めるべきと考えられる。  

○ さらに、障害児の入所施設については、重要な地域資源であり、地域との関   

わりを深めていくとともに、地域の実情に応じて、地域への支援や短期入所の   

実施など、地域の中の専門機関としての役割を果たしていくべきと考えられる。  

7．行政の実施主体  

（1）障害児施設についての実施主体  

○ 現在、障害児施設の支給決定は、都道府県（指定都市、児童相談所設置市を   

含む。以下同じ。）の事務とされており、費用面でも国と都道府県が負担をして   

いる。  

○ 保育所等の施策や障害者施策については、実施主体が市町村となっており、   

更に障害児の相談支援体制について市町村を中心に強化していくとすれば、障   

害児施設についても、身近な市町村の役割を高めていくことが必要と考えられ   

る。  

○ 他方、障害児施設は数が少なく広域調整が必要なことや、入所の必要性など   

について専門的な判断が必要なこと等を踏まえると、都道府県の関与も必要と  
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考えられる。   

さらに、児童養護施設等への入所措置は都道府県の事務とされており、虐待  

等の場合でかつ障害児の場合、児童養護施設等と障害児施設のどちらに措置す  

るか等の判断は、一元的に行われる必要があると考えられる。  

○ こうしたことを踏まえ、今後の障害児支援の実施主体については、身近な市   

町村としていくことを基本としつつ、以下のように考えられる。  

（適所について）  

○ 通所については、現在、在宅の支援施策や児童デイサービスの実施主体は既   

に市町村とされており、障害児通園施設についても、実施主体を市町村として   

いく方向で検討していくことが考えられる。  

この場合、．障害児通園施設については約400と市町村数よりも少なく、広   

域調整が必要となるため、都道府県による支援が必要である。特に町村につい   

ては、都道府県のバックアップ体制を構築することが必要と考えられる。  

（入所について）  

○ まず、障害児施設への入所について、財政負担を含め実施主体を市町村とし、   

国、都道府県が重層的に支援する仕組みとする第一案が考えられる。  

この場合、入所の支給決定や措置か契約かの判断、措置の場合の入所先の判   

断などについて、都道府県の意見を聴かなければならないこととすることが考   

えられる。  

○ 第一案については、障害児施設への入所措置と入所契約について合わせて市   

町村の事務とした場合、児童養護施設等への入所措置が都道府県の事務とされ   

ていることから、障害児施設と児童養護施設等への入所措置の実施主体が異な   

ることとなるという課題がある。また、現状において、措置について市町村の   

判断とすることが適当かという課題がある。  

○ 次に、障害児施設への入所措置については都道府県の事務のままとしつつ、   

入所契約については市町村を実施主体とする第二案が考えられる。  

この場合．、障害児施設への入所について、措置の場合と契約の場合で実施主   

体が異なることとなるため、混乱が生じるおそれがあるという課題がある。  

19   



○ さらに、障害児施設への入所について、当面は実施主体を都道府県とする第   

三案が考えられる。この場合には、上述の市町村の役割を高めていく必要性を   

踏まえ、市町村の関与を現状より強めていくことが適当と考えられる。  

例えば、   

① 一定期間ごとに、市町村が、障害児とその家族の状況を確認し、相談に応  

じなければならノないこととする   

② 入所の支給決定（3年以内ごと）に当たって、市町村が都道府県に意見を  

言わなければならないこととする   

③ また、市町村が当該児童についての個別の支援計画の作成やモニタリング  

の実施に関わらなければならないこととする   

などの仕組みが考えられる。  

更に市町村の財政負担の在り方についても検討することが考えられる。  

○ 第三案とする場合には、その実施状況を踏まえて、将来的に実施主体を市町   

村とすることを検討していくことになる。  

○ 以上の整理を踏まえ、実施主体については、都道府県や市町村など現場の意   

見も踏まえながら、更に検討していくことが必要と考えられる。  

（2）措置と契約について  

○ 福祉サービスについては、これまで社会福祉基礎構造改革等により、利用者   

が尊厳をもってその人らしい生活を送れるよう支援するという観点に立って、   

利用者が自らサービスを選択する仕組みとするため、行政による措置から、利   

用者と事業者との契約に基づき利用する仕組みへと見直す改革が行われてきて   

いる。  

○ 障害児施設の利用についても、保護者による虐待や養育拒否の場合等は措置   

によるが、それ以外の場合には契約によることとされている。  

○ 障害児施設への入所については、入所の支給決定が必要かどうかの判断を行   

い、措置か契約かを判断するということが必要になると考えられる。  

○ この点について、  

医療目的の短期間の入所以外はすべて措置とすべき  

国、地方自治体は子どもの健全育成の責任を負っているとともに、現実問  
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題として児童虐待の相談件数が増えている状況を踏まえ、行政による措置に   

戻すべき   

契約制度になったことにより、施設の未収金が増えており、利用料が未納   

の場合には措置とすべき   

子どもは最後は行政が育てるべきであり、知的障害児の入所は措置による   

べき  

との意見があった。  

○ また、保護者の選択と行政責任とを両立させる制度を検討すべきとの意見が   

あった。  

○ これに対しては、  

緊急時の対応のために措置は必要だが、すべて措置に戻せば問題が解決す  

るということではない  

家庭で育てられない、育てることが適切でない養護性のある障害児につい  

て措置にすべき  

措置が必要な状況に家族が追い込まれる前に、契約制度で施設を利用でき  

るという仕組みが必要  

原則は契約として、利用者と提供者とが対等な関係に立つべき  

障害種別によって、措置にするというのは不適当   

との意見など、現行の枠組みを基本とすべきとの意見が多く出された。  

○ さらに、  

未収金については別に対応を考えるべきであり、未収金があるから措置に  

戻すという問題ではない  

子育てをするのは行政ではなく原則は親であり、親が育てられない場合に  

初めて行政が出てくるべき  

親が利用料を払わないというのでは社会に支えてもらうことはできない。  

子どもは、行政ではなく、専門機関の支援を受けつつ、親が育てるべきもの  

である   

との意見があった。  

○ 障害児施設の入所の措置か契約かの判断については、以上のような議論を踏   

まえて、社会福祉制度全体の改革の動向、利用者と事業者の対等な関係づくり   

などに十分配慮しつつ、基本的には現行の枠組みをベースに、更に検討してい   

くことが必要である。  
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○ 現在、措置による場合と契約による場合との判断について、都道府県によっ   

て差が生じているとの指摘がある。このため、全国的に適切な判断が行われる   

よう、判断が難しい事例等について調査を行った上で、上記の様々な意見も踏   

まえ、判断基準を更に明確化していく作業を進めていくことが必要である。  

その検討結果を基に、国において措置によるべき場合と契約によるべき場合   

についてのガイドラインを作成していくことが求められる。  

その際には、施設の利用が本人本位となっているかにも留意した検討が必要   

である。  

8．法律上の位置付けなど  

（根拠となる法律について）  

○ 以上のような障害児への支援については、障害児についてなるべく一般施策   

との連携により対応していくという考え方からは、各施設や事業の根拠を「児   

童福祉法」に位置付けることを基本とすべきと考えられる。  

（サービス提供の体制整備）  

○ 以上のとおり、発達支援や相談支援などの障害児支援の在り方について検討   

してきたが、障害のある子どもやその家族が実際にサービスを受けられるよう   

になることが何よりも重要であり、仕組みの見直しとともに、人材の確保も含   

め、サービス提供の体制整備を図っていくことが不可欠である。  

特に、小規模な町村においてもサービスが受けられるよう、都道府県や近隣   

の障害児の専門機関との連携体制を構築するなど、サービス提供体制の充実に   

努めていくことが必要である。  

（共生社会を目指した取組）  

○ 以上のような障害児やその家族の視点に立った制度見直しに加え、「重症心身   

障害児施設に小学6年生が来て、生きることの大切さや社会福祉の原点を学ん   

でいる。小さいときからそうした活動を増やすことが必要」との指摘があった。   

障害の有無に関わらず、すべての人が「自立と共生」できる社会を目指した取   

組を更に進めていくことが強く求められる。  
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ⅠⅤ．おわりに  

○ 以上のとおり、検討会では、今後の障害児支援の在るべき姿と、具体的な施   

策について検討を行った。  

これまでの障害児支援の歴史の重さを踏まえれば、検討期聞こそ限られてい   

たが、00回にわたり集中的に検討会を開催し、熱心な議論が行われた結果を   

取りまとめたものである。  

○ この検討結果を踏まえ、厚生労働省は、関係部局で連携し、また文部科学省   

とも連携して、障害のある子どもとその家族を支えていく具体的な仕組みにつ   

いて検討し、．必要な改正を行うべきである。  

併せて、障害児の保健、医療、福祉、就労と教育とは互いに関連するもので   

あり、今後も厚生労働省と文部科学省による連絡会議を随時開催するなど、連   

携を強化していくことが不可欠であると考える。  

○ 具体的な制度構築に当たっては、障害児支援の現場や関係者、当事者の声な   

どを十分踏まえて、また、国、地方を通じた財源の確保にも留意しつつ、きめ   

細やかな検討が望まれる。  

○ 今回の見直しが、安心して子どもを生み育てられる環境づくりの一つとして、   

現に障害のある子どもを抱え悩んでいる保護者や、日々障害のある子どもの支   

援に取り組んでいる方々が抱える課題の改善につながり、すべての障害のある   

子どもの将来の自立につながるものとなることを、切に願うものである。  
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（参考）  

開催経緯  

第1回  日時  

議題  

3月18日（火）  

現行の障害児支援施策等について  

第2回  日時  

議題  

4月15日（火）  

関係団体からヒアリング  

第3回  日時  

議題  

4月25日（金）  

関係団体からヒアリング  

第4回  日時  5月12日（月）  

議題：障害の早期発見・早期対応策について  

就学前の支援策について  

第5回  日時：5月30日（金）  

議題：就学前の支援策について  

学齢期・青年期の支援策について  

第6回  日時：6月10日（火）  

議題：ライフステージを通じた相談・支援について  

家族支援の方策について  

第7回  日時：6月16日（月）  

議題：入所施設の在り方について  

行政の実施主体について  

第8回  日時：6月24日（火）  

議題：これまでの議論の整理①  

第9回  日時：7月 4日（金）  

議題：これまでの議論の整理②  

第10回  日時：7月14日（月）  

議題：とりまとめ①  

第11回  日時：7月22日（火）（予定）  

議題：とりまとめ②  
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坂本（祐）之輔  
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中島 隆信  

橋本 勝行  

松矢 勝宏  

宮崎 英憲  
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山岡 修  

渡辺 顕一郎  

（都立梅ヶ丘病院長）   

（淑徳大学教授）   

（全国重症心身障害児（者）を守る会会長）   

（全国肢体不自由児施設運営協議会会長）   

（甲子園大学教授）   

（東松山市長）   

（日本知的障害者福祉協会政策委員会専門委員）   

（日本重症児福祉協会常務理事）   

（全日本手をつなぐ育成会理事長）   

（全国地域生活支援ネットワーク代表）   

（慶鷹義塾大学客員教授）   

（全国肢体不自由児者父母の会連合会会長）   

（目白大学教授）   

（東洋大学教授）   

（全国肢体不自由児通園施設連絡協議会会長）   

（日本発達障害ネットワーク副代表）   

（日本福祉大学教授）  
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、ド成20隼7ノニjll11   

障害児支援の見直しにl対する検討会鞘㍗書（案）についての古見  

叩J′一園大字 坂本d三十  

1 1．（2）1つL】の○ （l）10）   

地域【1、王女援協議会の活用（J′一ども部会の設置）等により関係者の連携を   

図っていく必安がある。  

J   

地域Irい‘／二支援協議会の活用（丁－ども部会の設帯）等により関係機関や関係  
者の連携システムを構築していく必要がある。   

（理由） 単に、連携を図っていくとするだけでは効果が期待しにくい。  

連携のシステムをつくっていく必要がある。  

2 4．（2）1つ［】の○ （Ⅰ）10）  

安保護児童対策地域協議会や特別支援教育のための協議会と連携を図っ  

ていくことも必要である。  

J   

特別支援教育のための協議会や要保護児童対策地域協議会と連携を図っ  

ていくことも必要である。  

（理由） 連携の頻度からすると順番を入れ替えた方が適切。  

3 7，（2）6つ目の○ （P21）  

との意見など、現行の枠組みを基本とすべきとの意見が多く  出された。   

7．（2）8つ臼の○ （I）21）  

基本的には、現行の枠組みをベースに、  

1  

措置と契約の二通りの利用形態がある現行の枠組み   

（理由）「現行の枠組み」が何を意味するのかわかりにくい。解釈の仕  

方が異なり、混乱を招くおそれがある。   

（力単に、措置と契約という2つの利用形態があるという意味か  

②措置と契約を並列的に捉え、二通りという意味か  

③措置と契約にウエイトの差をつけた意味（原則契約）か  

児童相談所の立場からは、児童相談所運営指針第4章にあるように、  

②と捉えることが適切と考えます。   



l；串ノ．室；：ソユニ支援〝）与⊥t卓二しiこ†業］する検討会幸抜乍子吉（案）ノ＼♂）意見  

2（）（）8．7．14  

甘木知的瞳古老福祉協会  

●f）6 （1）障害児の支援のあり方 第1（7）O  

「現在、就′手前げ）障害児については、障害児通園施設や明遍デイサービス′淳の障害児施策  

において支援が行われているとともに、保育所や幼稚園等の一般施策において障害児の受  

入れが行われている⊃ 特に障害児通園施設は専門的療育機能を、児壷デイサービスは地域  

に密着した療育機能を、それぞれ果たしている。」  

●P7（こう）障害児通㈲施設と児竜デイサービスの機能の充実 第3（ハO  

「去た、ニれらの障害児の適所施設については、障害の重複化に対応し、身近な地域で支  

援を受けられるょうにするために、障害稚別による区分をなくし、多様な障害のf一どもを  

′受け入れられるようにしていくノブ向で検討していくべきである。その際、現在、診療所と   

一体的に運営されているもの、診療所と併設されているが独立して連常されているもの、  

単独で運営されているものがあることを踏まえ、その在り方を検討していくことが必要と  

考えられる。」  

この後に第4（／）（二）を追加し、特に障害児通園施設に期待する機能と、デイサービスに   ・：・＿＿  

∴・」∴⊥㌧∴十∴・一   等． ．い ・・・・－ －・・ 一一 － 、  

●r）8（2）卒業後の就労・地域生活に向けた教育・福祉・就労施策の連携 第3の○（P  

9）  

「圭た、卒業後／＼のつなぎという点では、知的障害を伴わない発達障害者等の就労支援が  

必要との指摘や、親が元気なうちに親から独立した生活を目指していくべきという指摘、  

捏童養護施設等に入所している障害児についても退所彼の支援へのつなぎについての検討  

が必要との指摘があり、こうしたニー→ズに対しても適切に対応していくことが求められ  

る。」  

※ ニの後に節4の0を追加し、F土子隼期における挽からの自立体験のためのホーム（自☆  

体験ホニムLp必要性を明記する 

●P13（3）緯掛′】勺負担等 第1（7）O  

「障′酎lユのいる家族の経済的ヰⅧ1については、これまで支援サーービスの利用料の軽減等が  

図られているが、平成21年度以降も続けるょうにするなど、卜分な配慮が必要である。」  

※二れに対、ト「る意見として次の〔＿）を追加する。  

「児童権利条約第幻条は、障宮児が特別け嵐動こついての権利をイけ‾ること、そのための  

等の賢力  考慮して「i〕J能な限り無慣」でり一えられるものとすることを定め   盗勉週⊥メ  



義務教育と同様に無償とす  障害児の療育等に関する保護者の負担は、  二のため、   ているr  

るか、所得に応じた負担（応能負担⊥を基本とする。   

●P14けL！壷養護施設等との関係） 第」の〔〕  

「当面、障害児施設においては、虐待を受けたナどもへの対応など社会的養護の機能を充  

′実させていくとともに、児竜養護施設等において、障害児／＼の対ノノ亡二の機能を向上させてい  

くなど、それぞれの施設における機能を充実させ、それぞれの障害児が匿かれている状況  

を踏まえた適切な対応を図っていくことが必要と考えられるし また、健児童養  

護施設との間の措置変更が弾力的に可能となるよi適化するこ  

とも検討する  

●P18（4）障害児の入所施設における支援の在り方 第1のO  

「障害児の入所施．設について、家庭的な雰同気の中での支援が可能となるよう、小規模な  

単位での支援ができるような施設のあり方（小規模な施設、ユニットケアの推進など）に  

地域小規模  っいて検討が必要との意見があった。つ また、児童養護施策での取組も踏まえ、   

適量迦度」障害児のファミリーホビム制度や専門里親制度について検討すべきとの意見が  

あった。二うした古見を踏まえ、障＃児の入所施設における支援の在り方について検討を  

進めるべきと考えられる。」  

●P18（1）障害児施設についての実施主体 第3（r）O  

「他方、障害児施設は数が少なく広域調整が必要なことや、  入所の必要性などについて専  

児  特に小さな町村においては障害  門的な判断が必要なこと、   

こと等を踏まえると、都道府県の関㌧も必要と考えられる。」   

●P19（適所について） 第1のO  

「適所については、現／L 在宅の支援施策や児童デイサーMビスの実施主体は既に市町村と  

されており、障害児通園施設についても、′臭施主三体を市町村としていくノブ向で検討してい  

くことが考えられる（，この場合、障害児通園施設については約400と柑町村数よりも少  

なく、広域調整が必要となるため、都道府県による支援が必要である。特に町村について  

また、障害児通園  は、都道府県のバックアップ体制を構築することが必要と考えられる。｝   

施設の広域における機能を重視するため、実施巨体を都道府県とす透ぷ呪Aあり、両面か  

ら検討することが必要と考えられる  

●P19（入所について） 第6の○（1〕20）  

※「第三案とする場合には、その実施状況を踏まえて＼盟来也j三宝塵  i三体を「榊J‾村とする  

将来的に  というまとめには反対であり、削除を求める。   二とを検討していくことになる。」  
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小さな町村を実施主体とすること  は疑問である。  

●l〕20（2）措置と契約について 第2の⊂）  

「障害児入所施設瑳埠瞞への入所についても、  保護者による虐待や養育拒否の場合等は描  

置によるが、それ以外の場合にほ潔約によることとされている－J」  

※「利用」  は契約に対応する用語である。  「利用」と「措置  のl叶方に対応する用語として  

「入所」に変える  このような用語は、「契約」を止当化する   ための誘導である  

※この後に次の○を追加する。  

⊥岬反面、100％を契約とした  

児があるなど、措置とする条件の角綿嘩グレ  

クトによサ兄は児臣養護施設に措置入所したが、弟は親が契約に同意したことを理由に知  

亀華  章害児施設に 契約入所  とされたし．しかし親は定率利用料・‖用品費  ・小遣い・学校経費  

を未納しているという  もある等の報告が  された。ノ」  

●p20（2）措椚と契約について 第3のO  

「障害児施設への入所については、入所昭文だ決定が必要かどうかの判断を行い、措置か  

契約かを判断するということが必要になると考えられるt〕」  

「入所の支給決定」は「契約  ※   に対応する用語であり、削除する。  このような川語は、「契  

jE当化するための誘導である〔，   

●p20（2）措閏と契約について  

※抑こつし、ては、発言の趣旨が十分整理されておらず、中には通  

施設についての発∴もテ昆じっており  を／卜じる文章である。  この全てを削除し、本  

の検討をふま   えて、各委員の発言の論点を整理するべき   である。   

勲の意見は、郷条  

り措置要件を攻止して「父杜等の申し込みによる開始」や「父母等の利川選択】の契約的  

要素を加える。②知的障害児施設については、  児童福祉法第2条に基づき、前記27条修  

1日こよる措置とする。（3短期入所ほ契約を基本と  する。」（別紙「意見書」参照）  

また「親の利用料未納は親の   責任であり、子再女責任ではない 契約でよい」という委員  

発言に対しては、「ア もの現実の権利に立って考えるべき  である。契約なら施設は養育を  

拒否できることに   なる，」何「f－1詣求しても未払いであり  現実に親が養育放棄をしている状  

態に対して、行政責什とし  て措置すべき  である」  と底地  これについての反論があ  

ば、しっかりと討論「ナ   べきである  

●f）20（2）措閏と契約について 第8の○（P21）  

「障′吉児施設の人f輝）措置か契約かの判断については、以卜のような議論を踏まえて、児  

；う   



童権利条約等に基づく障害児の権利、社会福祉制度全体の改革の動向、利用者と事業者の  

㌧ 
対昔な関係づくり、などに十分配慮しつつ、悪才謹勺に浩莞吾ヴ〕害票皇プノをノー．7に∴史に検  

討していくことが必要である二」  

※ 知的障害児入所施設については、現イJ二の枠組みが障害児の権利を侵害している現実が  

あり、咽できない。  

※ 圭た障害児通園施設については、入所施設とは別に検討するべきである。これについ  

ての当協会の意見は別紙の通りである。  

●P20（2）措置と契約について  第8の0（P22）  

「現在、措置による場介と契約による場合との判断について、都道府県によって差が生じ  

ているとの指摘があるu このため、全凹自勺に適切な判断が行われるよう、判断が難しい事  

例等について調査を行った上二で、L記の様々な意見も踏まえ、判断基準を更に明確化して  

いく作業を進めていくことが必要である。その検討結果を某に、国において托絹引こよるべ  

き場合と契約によるべき場合についてのガイドラインを作成していくことが求められる。  

その際には、施設の利川が本人本位となっているかにも留意した検討が必要である。」  

※ この文章は、現行の枠組みを存続することを前提としているので、上記の趣旨により  

削除するか、または「軒論併記とすることをを求める 

※ 利川音負担と事業経費についても、検討すべきである。私の意見は別紙のとおりであ  

※ その他  

別紙「障告児支援の見L自二しに関する検．㌻、†会／＼の意見要点」  に上り説明する。  
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障＃児支蘭の見直しに関する検討会への意見要点  

2（）08．7．14  

11本宣‖的降雪者福祉協会  

●障′吉児支援施策を児童福祉法に 一元化する  

○障′．早甘施策ほ全て、障害者自立支援法から削除Lて、児童の養育と発達を支援する施策  

の申にイー‘／二置づけ、児童権祉法に一本化する〈  

し）その際、短期入所・屈宅介護・デイサービス・口■†トー時支援等についても、児童福祉法  

に一フ亡化する。  

0児童福祉ぬ第別条第2碩以後については、削除‾ごはなく修1j二する（前回提川意見書を訂  

正する）。  

し）けlの障害児施策の担当を、社会援護局から児童家庭局に移すニ  

＝特別支緩ヤ校の寄宿今については、その現状と課題について、入所施設との関係を含め、  

検討〃）機会を別に設けるべきである。  

●入所施設の援護の実施方法  

0県童板祉法第27条は、措置の開始を「安保護児竜を発見した者に上る通告による開始」  

（第25条）としているが、新たに「父け等の申し込みによる開始」や、「父け等による利  

用選択」を加える‖ 二れを「契約的措置」と仮称する。  

○入所施設を福祉型と医療型に分け、福祉型については、契約的措置とする。医療型につ  

いては、当協会としての見解を控える。  

（）短期入所については、従来通り其本を契約とし、必要に応じて措置が実施できるように  

する〔，  

【理由】  

仲家族と共に暮らすことがナどもの権利であり原則である。それができない入所について  

は、児童福祉法第2条「国及び地力▲公共団体は、リユ童の保護者とともに、児童を心身とも  

に健やかに育成する首任を負う」に基づく行政責任であるため、措置とするり  

② 一ノノ父付の意想や施設選択を尊重する事も重要であり、児童権利条約第2：i条は、障害児  

が特別の養護についての権利をイj‾すること、そのための援助は父母の「申し込み」に応じ  

て与えられることを定めているり このため、児童福祉法第27条を「契約的措置」に改正す  

る。  

③児童権利条約第2：i条は、父杜の負担を無償または所彿こ応じた負担としており、契約制  

度による定率負抑はこれに反する。  

④ 一般県施策である児隠養護施設は措置であり、父付の負担は応能負担である。  

⑤児童福祉法第27条を改」Eする「契約的措置」は、保台所が現在同様∽戌髄方法をとって  
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おり、法的に可能である 

五現在凍刷」瞳喜捏施ぶで発生している父侍の利用料未納は、定率負担が不可能である実態  

をホLている（二 二れを「父付の責任であり行政寅任ではない」とする意見が出されている  

が、≠Jし施設が契約解除すれば当該児童は路頭に迷うこととなる二 児童福祉法第2条によ  

り、行政責任に基づいて措置（契約的措置）とし、父ロの負担は応能負担とすべきである。  

あく圭でも児壷の権利を基本においた議論を望む．二  

（〇父「こ〕二が定率負抑にJ一ここじるか否かにより契約と措置に分けることは、実際L二できない．。従  

って、知的障書児施ぷ（福祉型入所施設）においては、短期入所以外はすべて契約的措置  

とする。  

●通園施設・デイサービス等の援護の実施方法  

0 一般児の保育園については、父母の申し込みによる行政との契約、父付による事業所選  

択、行政に上る事業者への措置委託というイ呆育所ノブ式がとらカ1ノている。ニの方式は、上記  

「契約的措置」と同じ内容であり、父母の事業所選択と子j一政の責任を両）一上させている。〕  

○障害児の通園施設・デイサーービス・学童期デイサービス等の適所系事業については、  

般児と「■i］様に保育所方式とする。  

●居宅支援関係の援護の実施方法  

〔〕居宅介護の実施力▲法は、契約とする－。  

○短期入所については、基本を契約とし、必要に応じて措置が実施できるようにする。  

●援護の実施主体  

○入所施設の実施i三体は、都道府県とする。  

【理由】①一般児施策である児童養護施設は都道府県である。，②町村を実施主体とするこ  

とは、専門性の点から無．埋である。  

○通園施設の実右転i三体は、都道府県とする。  

【J理由】通捧】施設の卓二業は第二次発達支援圏域（障害保健福祉圏域）を対象とrrる実態が  

あり、またそれが重要な役割であるため、都道府県による利用調整が不可欠である。  

○デイサービス・居宅介護等の実施主体は市町村とする。ただし、小さな町村については、  

都道府県が代行する等の支援策が不可欠である。  

●利用者負担と事業経費  

○児童権利条約第23条により、利用者負担は応能負担とすべきであって、定率負担は同  

条約に反する。  

〔〕入所施設については、契約的措置（福祉彗■り・契約（医療型の－一部）にかかわらず、事業  

経費の利川端▲負すlけ主応能負担とする。行政負担は月額制とする 
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（′J通園施設・児童デイサービス・′羊童期デイサーービスについては、利川音負担は正二碓負担  

としノ、利川計l軒に応じたr】柑制とする：子J二政負担に／ついては、さii業所の基礎経費はノ］額制  

卜し、他は利川計l軒に応じた目棚制はする  

0居ノ主介護・短期入所等については、従来通り口和制とする「ただし利用者負担は応能負  

担とする  

●地域療育についての計画及び調整会議と相談事業  

し〕都道府県・圏域における児象相談所の障害児榛育相談機能を強化するとともに、設置筒  

所をふやす〔  

0市町村における障子iニリ己〃）療育相談を児童福祉法に位置づける。  
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重層的障害児支援構想図  
（財）日本知的障害者福祉協会  

q⊃   



2008．7．1ヰ．  

『障′吉児支援のj山F当二し検．‡、†三ミ』に向けて  

（肘）【‡本加的障＃者福祉協会   

乳幼児期の戸どヰ〕迂の発達を支援できる施設やゃ業げ）絶対数が不足していろ現状に対に  

するノノ▲策を考える申で、地域偏重、障書の多様化・重複化を認識しています「私共は、ど  

のような障害の児童をも受け入れられるように、既存の通園施設や明遍デイサービスの重  

層的な整備と併行して、様々な専門的療育を疋こく、等しく活用Lてもらえる為の都道府県  

圏域や障害保健福祉圏域の果たす役割を明確にするために、以卜の事項を提案し圭す。  

仁 乳幼児期における車層的嫉百システムについて  

（1）第3次発達支援圏域  

位置／うけ：都道府県圏域における拠点施設として、圏域内に1～2ケ所。  

【発達総合支援センター】  

実施i三体：都道府県  

最低英準：施設種別の最低基咋を満たすこと．  

職員配置及び職種：配置は発達支援センターと同様とし、職種は、新たに医師。  

支援事業：（1）医療支援、（2）療育事業、（ニう）家族支援、（4）地域支援  

支援内容：ほぼ第2次発達支援センターと同様． 

付帯機能：①養成校との協ノい連携  

②人材育成  

（2）第2次発達支援圏域  

位置づけ：隋′＃保健福祉圏域における拠点施設として、同域内にl～2ケ所。   

【発達支援センター 
】  

実施主体：都道府県  

最低基準：施設種別の施設最低基準を満たすこと。  

指導室（l人2．47l′＃で10名程度）遊戯室（1人1．65rTf）、局外遊戯場、  

医務室、静養室、相談室、調理室、浴室・シャワー室、便所、  

職員配置及び職樺：十歳末描：乳幼県2裾こ対して職員1老－、  

4歳以上：幼児3名に対して職員l名  

：①保育f∴②児童指導員、③心理士（臨床心理上）、④発達支援C。  

⑤作業療法土・理学療法t・言語聴覚十の内2名以仁、⑥栄養士 

⑦看護師或いは保健師、⑧運転手、⑨調理員、⑲事務員  

支援事業＝（1）療育支援（2）家族支援（3）地域支援（4）医療支援  

支援内容：療育計附こ基づき、継続的な療育及び幼児として必要な【J常生活経験の  

療育支援等が確保される事業内容とする共に、個別療育紬Ihr（アセスメン  

ト→佃別プログラム作成→ケア計剛乍成→」卜一ゼス調整→各支援  

実施）を作成する。  

ア   



《支ほシステム）  

アセスメント →個別プログラム計画→ ケア計「叶作成→サービス調整  

［担1主与：心理上］  ［担当：発達支援Co］  

→ 各支援実施  

［細、lう：保育上等］  

療育形態：集団療育及び個別療育  

＞：く療育支援：①クラス療育 ②グループ療育 ③個別療育  

＞：く家族支援：①Jこい7一通園 ②持親学級 ③兄弟姉妹サークル  

＊地域支援：①訪問療育 ②外来療育 ③施設支援  

具休的内容：  

（l）療育支援  

ア）クラス療育ニ10数名の単憎クラス構成に上る課題療育  

イ）グループ療育：少人数による課題療育  

り）個別療育：保護者／本児／支援者の3者・による課題療育  

エ）家族支援  

（2）送迎サーービス   

（3）食事提供   

（4）地域支援 上記の支援内容と平行して行う。  

対象児童：①児童相談所等が療育手帳交付対象の乳幼児、受給者証交付の乳幼児  

②グレーゾン児、リスク児等の乳幼児  

（身地域支援は、学童も含む  

付帯機能：①養成校との協ノノ・連携  

②人材育成  

（3）第1次発達支援圏域  

付二置づけ：榊汀村圏域における支援センターとして、イ立置づける。  

【児童ティサー→ビス療育型】は、療育計巨叫こ基づき、必要な療育を提供する。  

実施iニイ本：市町村  

最低基牒：指導訓練室（必要な機械器具等を備えたもの）、  

サーービス提供に必、要な設備、帖L‰  

支援事業：（1）療育支援 
（2）家族支援（3）／・育て支援（就労支援）  

職員配置：現行通り   

療育内容∵個別支援計画を作成し、短時間の療育支援或いはスポット療育（専科  

始育）を行う「）  

《支援システム》  

個別丈緩計何作成  → → サー→ビス実施  

［二叫、さ1ニサービス管理者］   し担当：保育上等］   

療育形態：小集川療育及び個別療育 或いはスポット療育  

具体的内容：例えば、事業‖寺間を①塘台1（ウ：（）0～11イ）0）②療育2（13：00～15：（）（））  

③療育3（15＝30～17‥30）に区分することも‖J能。  

／β   



対象県童∴名市町村が療育支援の必要と．‡嘗めた乳幼児かヰ′トナ′′11圭で  

【発達・糠古支援事業】は、′学齢期の支援策として、「学童保育」、「児童デイサー  

ビスn型」等を包含Lた事業を行う   

′夫施＝主三休：市町村   

支援事業二（1）療育支援（2）′家族支援   

支援内容：児童デイサ←ビス療百彗県二準「ドる   

対象児蔓：各【い町村が必要と認めた児童  

り）［r一存て支援・生活支援事業（卜†中一時支援）］は、  

保護者の都合により、一時的な見守りの必要な障※のある小中高生の放課後等  

の活動の場の確保及び保護者の就労支援やレスバイトを‖的とし、デイ事業所  

や空き数寄を利用し、必要な活動の場の確保や障害慣ある小中高生の預かり等  

のサービスを行う。   

実施主体：「榊J▲村   

最低基準：必要な活動が提供できる場   

事業内容：＝申預かり、障害児タイムケア事業、家族のレスバイトなどのサービス  

を実施   

具体的内容：①ヰ時間未満  ②4時間以卜   

対象児童：各市町村が必要と認めた障害児  

／／   



2．知的障害児施設の利用実態と今後の方向性  

今後の知的障害児施設  

乳
 
幼
 
児
 
期
 
 

現行の知的障害児施設  

○新規入所年齢構成  

就学前10％  

小学生 30％  

中学生 30％  

高校  30％  

入所率10～15％  

○在籍年齢構成  

6歳以下 3％  

小学生 17％  

中学  18％  

高校   26％  

18歳以上 38％  

（適齢児率40～50％）  

○重複障害  

学
齢
期
 
 
 

専門里親委託  

障害児ファミリーネーム  

害  9．1％  
地域療育支援センター  

2ご1％   

1．4％   

5．4うる   

25％   

26％  

学齢期発達一療育支援事業  

延長規定は満18歳基本と  

して20歳  

経過措置 満20歳～23歳  成
人
「
期
 
 

児・者併設型施設へ  

の転換   
父子世帯 14％  

その他  9％  

0退所率10～15％  
家庭復帰  

児童期 20％  

成人期12％  

児童・家庭支援に特化する ・地域移行の促進   

重複障害児の受入促進  小規模化・地域密着化の推進   

地域の療育資源として機能整備  

⇒ 「知的障害児施設」から「児童発達支援施設」への転換へ   

′2  



障害児施設 入所型施設  

児童養護施設等  

児童福祉法  

「二子  
都漬府県 

／J   



田中委員提出資料  

全国地域生活支援ネットワーク  

障害児支援の見直しに関する検討会・報告書（案）7／9版へのコメント  

No  目次番号  頁   原文   加筆・訂正の視点   備考   

口  Ⅲ－1－（1）  4  ○ 障害については、①出  発達障害については、この  虐待の早期発見と  
の○一つめ  産前後や乳児期に分かる場  3つでもわからない、気づ  障害の早期発見の  

合、②1歳半児健診や3歳  かない場合があり、④多様  つながりをどのよう  
児健診などを契機に分かる  な発達相談・発達健診の場  こ捉えるかも重要な  

場合、③保育所等の日常生  の拡充、⑤5歳児健診の導  検討課題。  
活の場での「気付き」によリ  

分かる場合がある。   

2  Ⅲ－1－（1）  4    ・障害児の専門機関が保健  専門機関による巡回はひと  報告書案の構成自  

②及び③  センター等を巡回支援‥・／  つの方略であり、基本は障  体が全体的に横断  
／障害児の専門機関が保  害の発見が生活モデルに  的で、就学前から就  
育所等を巡回支援・＝   基づくチーム支援に直結す  

ることが重要である。具体  
的には障害児等療育支援  

事業が中心になる、特別支  
援学校の教育相談が中心  

になる、幼児通園が中心に  
なるなど地域差があると思  

われるが、いずれにせよ後  
述10で指摘した児童期コー  

ディネーターの市町村配備  

が必須である。   うといった就学の移  

行支援に関する書き  

込みが必要で、その  
ためには独立した章  

立てが望ましい。ま  
た「障害児の専門機  

関（障害児の通園施  
設や児童デイサービ  

ス、障害児の入所施  
設等が該当する。以  

下同じ。）」に、障害  
者相談支援事業所  

と医療機関を入れる  
べ主7て方、ス   

3  Ⅲ－1－（1）  5  このように、医療機関（産  地域自立支援協議会自体  左記の点について  
の○三つ目  科、小児科等）、母子保健、  の底上げ・推進を明確化し  はP9「4．ライフス  

児童福祉、障害児の専門機  つつ、児童部会（仮称）の  テージを通じた相談  
関等、関係機関の連携を強  必置化や推奨を明記すべ  支援の方策」で取り  
化し、早期発見から早期対  き。また虐待問題との連携  上げられているが、  
応につなげる体制を作って  という観点から、「要保護児  ライフステージ毎の  
いく必要がある。このため、  童対策地域協議会（子ども  記述でも書き込むこ  

市町村の地域自立支援協  を守る地域ネットワーク）」  とが重要。報告書順  
議会などで関係機関の連携  

を強め、体制を整備していく  リティに相関がない  

ことが一つの方法として考え  のであれば「ない」と  

られる。   明記すべき。  



4  Ⅲ－1－（2）  5  そのためには、親にとって身  報告書案でいう「障害児の  「専門的な支援」の  
の○二つめ  近な敷居の低い場所で支援  専門機関」が不明瞭。地方  内容を明示すべき  

が受けられるようにしていく  自治体が独自に展開して  （例・医師の診断、理  

ことが必要である。例えば、  きた障害児専門の適所訓  学療法、作業療法、  

障害児の専門機関を行きや  練事業等が必ずしも幼保  言語療法、臨床心  
すい場にしていくとともに、  支援やつどいの広場など  理、保育・教育的支  

障害児の専門機関が、保健  の子育て支援一般策と達  援）  
センターや親子が集まる場  携し切れていない現状をど  
などに出向いていくことによ  のように底支えするかとい  
リ、身近なところで専門的な  う視点が重要。それがない  
支援が受けられるようにして  と、法内の幼児通園施設  

いくことが考えられる。   のみの拡充策に燻小化さ  

れてしまう。   

5  Ⅲ－2－（1）  6  ・・・障害のある者とない者が  単なる両論併記ではなく、  
できるだけ共に過ごせるよう  コミュニティづくりを前提とし  

こしていくことは大切なこ  た市町村（地域）における  

と‥・／／‥・一方で、例え  共生を目指し、その具体的  
ま障害の重い子どもにとっ  な形としての、我が国なり  
ては、障害児の専門機聞及  の＜分離的統合＞の情景  
び教育機関において専門的  
な指導や支援を受けること  

も必要である。   

Ⅲ－2－（1）  6  「○ こうしたことを踏まえ、  単に機能の拡充を行うこと  「障害児通園施設や  
○四つ目  障害児の専門機関である障  は、通園施設や児童デイ  児童デイサービスの  

害児通園施設や児童デイ  サービスヘの障害児の無  機能を通所を主体に  
サービスの機能を拡充して  意味な誘導につながる恐  したものから、保育  
いくとともに」   れがある。   所等との併用を前提  

にしたものに転換  

し、さらに保育所等  
の一般施策を外部  

から支援する機能を  
拡充していくととも  

に、子どもの育ちに  
必要な集団的な養  

育のためにも、保育  
所等における障害  

児の受入れを促進し  
ていくことが必要で  
七7■l－「んL＋、’Z   

6  Ⅲ－2－（2）  6  保育所等での受入れを促進  
するため、障害児の専門機  
関が、保育所等を巡回支援  
していくことが考えられる。   

7  Ⅲ－2－（3）  7  ‥・これらの障害児の通所  前掲4で触れたように、自  
施設は、   治体独自の通所訓練事業  

等の支援策が必要   

8  Ⅲ－3   8  学齢期・青年期の支援策  就学前、学齢期、青年期と  
わけるだけではなく、就学  
前から学齢期へ、学齢期  
から青年期へ、といった移  
行期を責立てとして設ける  

べき。   るか不明。   

2
 
 
 



9  Ⅲ－3－（2）  9  また、卒業後へのつなぎと  前段までは、現状のサービ  ゲループホーム等の必  
の○三つ目  いう点では、知的障害を伴  ス拡充を謳っているのみで  要性・可能性■論点  

わない発達障害者等の就労  あり、ここで取り上げられて  としては、家庭から  

支援が必要との指摘や、親  いる指摘事項こそ、今後の  地域生活への移行  
が元気なうちに親から独立  あり方として明確にすべき  体験、地域における  
した生活を目指していくべき  事項である。特に未成年段  養護性児童対応の  

という指摘、児童養護施設  暗に於けるグループこホームない  選択肢づくり、虐待  
等に入所している障害児に  しファミリーホームのような地域  等からのシェルター  

ついても退所後の支援への  資源の必要性・可能性・論  づくり等々が想定で  

つなぎについての検討が必  点に全く触れていないのは  きる。  

要との指摘があり、こうした  
ニーズに対しても適切に対  

応していくことが求められ  

ス．   

10  Ⅲ－4－（1）の  9  まず、障害児の親子の相談  児童福祉の側で個別支援  相談支援事業を地  

○二つ目  支援について中心的な役割  計画を担い、コミュニティづ  域生活支援事業とし  

を果たす機関としては、＝・  くりを進める人材について  て都道府県及び市  
中略・・・市町村がその役割  の記述が全くないのは遺  町村に任せるという  

を担うべきものである。   憾。推計3万5千人をこえる  
特別支援教育Coと協働し  
つつ、チーム支援を推進す  

る人材として、児童期の＜  
コーディネーター＞を市町  

村に配備すべきである。   
rr・全土二1士ヽ一さ＝ヒ   

皿  Ⅲ－4－（1）の  9  ＝・このように、市町村を基  かつて厚労省が取り組ん  
○三つ目  本とした重層的な相談支援  だステップアップ事業の発  

体制を、地域の実情に応じ  展段階モデル等を踏まえ  
て構築していくことが妥当と  つつ、大都市型、市単独  
考えられる。   型、市町村圏域型といった  

エリア区分や財政・資源の  
多いところ、不足していると  
ころ、等で類型化した目指  

すべき体制と構築の段階  
モデルを示すべきである。   

12  Ⅲ－4－（1）の  10  このため、例えば、障害児  名称変更の本質は保護者  
○五つ目  の専門機関が外に出向いて  が子どもの「障害」と向かい  

いったり、あるいは、名称を  合えるように、適切なチー  
「子ども発達センター」のよう  ム支援に保護者が少しでも  

に気軽に行きやすいものに  早くアクセスできるようにす  
改めたりといった工夫が必  る体制である。名称変更だ  
要と考えられる。   けに傾斜しないような記述  

上の配慮が必要である。   

13  Ⅲ－4－（2）  10  関係者の連携の強化   きわめて重要な部分であ  
り、該当する他の記述で  

も、折に触れて強調する必  
要がある。また○二つ目の  
移行期の連携については  

移行前後のスタッフによる  

相互訪問（保育士と学校数  
員など）の実現、というよう  

に具体的な実践行動として  
書き込むべきである。  

3
 
 
 



14  Ⅲ－4－（3）  10  個別支援計画づくリ   書き直し、書き足しが必  

要。とくにそもそも「個別支  
援計画」と「個別の教育支  

援計画」の異同を明確に  

し、異なる場合はどのよう  
なステップや戦略で一本化  
していくのか、その継続的・  
一体的・統合的運営をどこ  
が、どのように担うのか  
等々のビジョンが必要。こ  

のままでは議論のまとめに  
ならず、始まりでしかない。   

会がしっかり支え  

る。   

15  Ⅲ－5－（1）  12  家族支援の方策   全体のトーンが保護者だけ  カウンセリングに傾斜し、  
（2）（3）  をきりとってパワーアップを  

図り、バーンアウトしないよ  
うにレスバイトを用意すると  

いう構造になっているが、  
現代の地域社会の疲弊と  

格差社会に於ける家族の  
疲弊という視点が弱い。   

Ⅲ一5－（2）  レスバイト等の支援   保護者の休息だけに着目  

するのではなく、障害児自  
身の生活が日常生活と大  
きく変えられないような環  

境で支援を行うことに留意  

し、保護者にとっても利用し  
やすく、また子どもにとって  
も負担のない支援を行うこ  
′春日月元寸‾ べき＿  

Ⅲ－5－（3）  経済的負担等   介護給付・訓練等給付、地  

域生活支援事業、自立支  
援医療にそれぞれ負担上  
限額が定められていること  

を見直し、負担上限鋲の－  
元化を図ることを明記すべ  

き。  

16  Ⅲ－6－（1）  14  児童養護施設等との関係  障害児施設と児童養護施  
設等との融合的再編に関  

する論点（障害児施設の児  
童養護施設への包摂、そ  
の上でなお必要な障害児  

施設の専門的役割の有無  
と是非、等）を明記すべき  
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17  Ⅲ－6－（2）  

（障害種別に  度の肢体不自由が重複して  
よる類型につ  いる重症心身障害児につい  

いて）の○五  て手厚い人的配慮が可能と  

つ目   なるようにするなど、基準等  
について検討していく必要  

がある。併せて、こうした観  
点から、重症心身障害など  
の障害種別の法令上の位  
置づけについても検討して  

いく必要がある。今後、これ  

らの点を含め、具体的な制  
度設計について検討を進め  

ていくべきである。  

18  Ⅲ－6－（4）  18  障害児の入所施設につい  障害児の入所施設をどの  
て、家庭的な雰囲気の中で  ような方向で見直すのか理  
の支援が可能となるよう、小  解できない。現状維持のま  
規模な単位での支援ができ  ま、「こうした意見を踏ま  
るような施設のあり方（小規  え、障害児の入所施設に  
模な施設、ユニットケアの推  おける支援の在り方につい  
進など）について検討が必  て検討を進めるべきと考え  

要との意見があった。   られる。」という意味が継続  
また、児童養護施策で  検討だとするならば、＜障  

の取組も踏まえ、障害児の  害児支援見直し＞として、  
ファミリーホーム制度や専門  どのような議論と根拠を  

里親制度について検討すべ  もってそのようなことになっ  

きとの意見があった。   たのかを明示すべき。本検  
こうした意見を踏まえ、  討会は地域に身近な支援  

障害児の入所施設における  を構築するという命題があ  
支援の在り方について検討  り、その元では前掲9で指  
を進めるべきと考えられる。  摘した児童のグループホーム  

等への提案を具体化する  
二乙   
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